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わが国水道事業の広域化にむけて
佐々木弘
（神戸大学経営学部，教授）
I. はじめに：今なぜ「広城化」なのか
わが国の水道事業は，①近年の下水道の普及等に伴う水需要の増大，③高
度浄水処理の要請の高まり，さらには，⑧近い将来，施設の本格的な更新時
期を迎える事業も多いこと等により，水源開発を含む新たな施設，設備の整
備のため巨額な投資が必要と見込まれている。その際， 注意を要すること
は，新しく必要とされる施設や設備は従来と同じ地域に，同じような規模の
ものでよいのかという点である。経済や経営の論理ならびに技術が要請する
（適正）規模は，これまでの市町村という行政が固執する区域とは必ずしも
合致するものでないことを明確に認識しておかなければならない。加えて，
交通や通信の発達等により，われわれの日常に実感している経済圏•生活圏
が拡大しつつあることも考慮に入れるならば，今日ほど水道事業の供給体制
において広域的対応が強く求められている時期はないといえるだろう。
この時に，公営企業金融公庫内に「地方公営企業経営活性化研究会」が設
置され，わが国の水道事業の課題に対応するにあたり，その「広域化」がど
のような意義を有するのかのテーマの下，広域水道の実態，広域化の必要性，
広域化の効果や有効性等の実態調査分析がが行なわれたことは誠に時宜を得
たものといわねばならない。幸い私もその研究会のメンバーの一人に加えて
いただいていたので，その調査結果報告によりながら，その主要内容の紹介
を兼ねつつ私見を述べてみたいと思う。意見にわたるところは，あくまで研
究会から離れた私個人のものであることをはじめにお断りしておきたい!)0 
1)本論文末尾の参考文献1,2を参照のこと。
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I. わが国水道事業の現状
わが国の近代水道事業は，明治20年(1887年）に横浜市において給水を開始
して以来，（戦時期における一時的な伸び悩みはあったものの）年を追うごと
に着実に給水人口，普及率を伸ばしてきた。特に戦後昭和30年代以後の20年
間における伸びは著しいものがあった（ちなみに，昭和50年の水道普及率は，
87.6%であり，昭和30年の32.2%と比べれば，この20年間になんと50%強の
伸びがあったことになる）。いわゆる，「高普及率時代」に到達したのである。
今日では，総人口 1億2,328万人に対し，給水人口 1億1,638万人，普及率
94.4形となるに到っている（表ー 1参照）。
表ー 1 水道普及率等の推移
年 度 1 総（千人人）口 I 給<水千人人）口 I 普 (及$1る） 率
明治20年 38,703 70 0.2 
25 40,503 193 0.5 
30 42,400 897 2.1 
35 44,964 1,247 2.8 
40 47,416 1,759 3. 7 
大正元年 50,577 4,962 9.8 
5 53,496 7,411 13.9 
10 56,120 10,094 18.0 
昭和元年 60,210 12,783 21. 2 
5 63,872 14,976 23.4 
10 68,662 19,970 29.1 
15 71,400 24, 150 33.8 
20 72,200 25,110 34.8 
25 83,200 21,799 26.2 
30 89,496 28,821 32.2 
35 93,419 49,910 53.4 
40 98,275 68,242 69.4 
45 103,720 83,754 80.8 
50 112,279 98,397 87.6 
55 116,860 106,914 91. 5 
60 121,005 112,881 93.3 
平成元年 123,281 116,379 94.4 
（資料）厚生省「水道統計」（平成元年度版）
わが国水道事業の広城化にむけて（佐々木） (283)47 
ところで， わが国の水道事業の供給体制を語るとき，一つの大きな特徴
は，その「市町村営主義」である。これは，明治23年(1890年）に制定された
「水道条例」により，水道は水系伝染病防止という公共的使命を帯びたもの
であることから「市町村」のみが水道を布設しうるとし，それがその後も引
き継がれ今日に到っているからである。 これは， わが国の水道事業が「公
営」を基本とするという特徴をたんにもたらしたのみではない。水道事業が
0 0 0 
主として市町村を中心とする地方公共団体により所有・経営されるため，事
業（主体の）数がきわめて多く，かつ，それぞれの規模が比較的小さいとい
う特徴をももたらすことになったのである。
このことは，「経営主体別事業数」を示した表ー 2および「給水人口段階
区分別事業数」を示した表ー 3から容易に理解しうるところである。
すなわち，わが国全体で公営の水道事業数が3,600余存在すること（仮に
簡易水道事業1,700を差引いても，なお， 2,000に近い数の事業が存在するこ
表ー 2 経営主体別事業数
区分l経営主体 I事業数
都道府県営 29 
上 指定都市営 11 
水 市 営 572 
道 町 村 営 1,215 
事
業
企 業 団 営 129 
小 計 1,956 
都道府県営 1 
簡 指定都市営 2 
易
市 営 178 水
道 町 村 営 1,512 
事 一部事務組合営 7 
業
小 計 1,700 
ムロ 計 I 3,656 
（資料）自治省「地方公営企業年鑑」（平成元
年度版）
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表ー3 給水人口
上水道事
末端給水事
都 及 30万人 塁以万15万上人の末事人30以万塁10上万人の末事15塁以万5万上人の末事10塁以万3万上人の人末事5 人1.5以万上 1.5 万
び指以上の 未事3万満業人の 人未満
定都市事業 の事業
元 年 度 13 40 68 64 178 199 418 885 
（構成比） （％） co. 7) (2.1) (3.6) (3. 4) (9.5) (10.6) (22. 2) (47.1) 
（資料）自治省「地方公営企業年鑑」（平成元年度版）
ととなる）， 特に問題となる事業規模にしても， 末端給水事業を担当する約
1,800余の内，給水人口が 3万人未満のものがいかに多いか（全体の約70%)
を見て驚ろくにちがいない。効率的経営の見地からみたとき，果してこれは
合理的な規模といえるのであろうか。事業規模として「適正」なのであろう
か。
皿．広域水道を求めるこれまでの動き
上に概観したように，わが国の水道事業における今日的問題の一つに「広
域化」の必要性があることは間違いない。
では，これまでわが国の水道事業においては，広域化への胎動はどうであ
ったであろうか。まず歴史的かつ実態的に過去の経緯を振返っておこう。
1. わが国の広域水道への胎動は，大正年代終り頃から各地にみることが
できる。
たとえば，末端給水事業では，
大正13年12月認可，鹿児島県笠之原水道組合（現笠之原水道企業団）
昭和 8年 3月認可，神奈川県営水道
昭和 9年 3月認可，千葉県営水道
埼玉県南水道組合（現埼玉県南水道企業団）
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段階区分別事業数
業
業 用水供給事業
簡易水道事業
法 法
建設中 計 稼働中 建設中 計 適 非 計
適
用 用
14 1,879 56 21 77 30 1,670 1,700 
(0.7) (100) (72. 7) (27. 3) (100) (1.8) (98.2) (100) 
用水供給事業では，
昭和11年7月認可，阪神水道組合（現阪神水道企業団）
昭和18年 7月認可，岡山県備南水道など。
合計
3,656 
これら戦前期の広域水道は，首都園，近畿國の比較的大規模な都市を中心
に広範な地域を対象として広域化事業を展開しているところに特徴があっ
た。
2. 戦後から昭和32年の水道法制定までの間は「広域水道」の認可や供給
開始は，きわめて数が少な<'—その中で敢えてあげれば，たとえば，熊
本県大津菊陽水道企業団や岡山県南部水道企業団など―主に炭坑や工場地
帯にあって急激な水需要に応える必要から発足したものであった。
3. ところが，昭和30年代以後，わが国の高度経済成長が始まり，①全国
的に水道への需要が急激に増加するとともに，R人口の都市への流入や，③
市街地の拡大も顕著となった。加えて，④農山漁村や都市近郊においても水
道建設の機運が高まってきた。
その結果，従来，当該市町村の行政区域内の河川や井戸で賄われることが
多かった水道水源も，それだけでは不足となり，隣接ないしは途かに離れた
他地域からの導水を余儀なくされるようになり，複数の市町村にまたがる広
域水道がにわかに増加しはじめたのである。
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今日供用中のわが国の広域水道133事業の内，約90%にあたる120事業が昭
和30年代以後に供用開始されたものであることに注目しておかなければなら
ない。
なお，この昭和30年代以後における事業数の推移，さらに，末端給水事業
と用水供給事業（また，都府県営と企業団営の区別）との増加の様子がどう
変化しているかは，表ー4から明確によみとることができよう。
この表から， (1)わが国の水道事業全体が飛躍的な発展をとげた昭和30年代
以後， 広域水道の事業数もこれに呼応して大きく伸びていること （たとえ
ば，昭和30年度末のわずか広域水道の事業数13であったものが昭和50年度末
には， 94事業へと著しい増加をみせている）。
(2) 水道普及率の向上に伴い，昭和50年代以後になると，末端給水にかか
わる広域水道の増加は頭打ちになるのに対し，水使用量の増加を反映して用
水供給型の広域水道の事業数は著しい伸びを示していること（たとえば，昭
和50年度の用水供給事業26から昭和60年度の52事業へと10年間で事業数は倍
増しているのである鸞
(3) また，用水供給事業の中で，経営主体に注目すると，昭和45年度位ま
では都府県営の伸びが著しかったが，それ以後は，むしろ企業団営のものが
表ー 4 広域水道事業数の推移
年 数 1 却器給水事業数 I 用水供給事業数 1 都府県営 1 企業団営
昭和30年度 ， 4 1 3 
35 15 5 1 4 
40 31 ， 4 5 
45 46 17 10 7 
50 68 26 14 12 
55 78 38 19 19 
60 79 52 22 30 
平成元年 78 55 23 32 
2)このことは，後述の昭和42年に開始された国の「補助制度」と無関係でないこと
はいうまでもない。
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増加傾向を示していることが理解されるであろう。
(4) ところで，これをさらに「給水人口別」内訳により，末端給水事業と
用水供給事業それぞれの規模をみると表ー5のごと<,①末端給水事業につ
いては，給水人口「1.5万人~15万人」の比較的小規模な広域水道事業が多
ぃ—今日供用中78の内， 50を占める一一こと。しかも，「1.5万人未満」の
ものさえ， 15事業存在することに留意しておかねばならない。これに対し，
③用水供給事業においては，「給水人口別」にみたとき，大きく二つの規模に
分けられるように思われる。すなわち，給水人口「50万人以上」の大規模の
もの一ー供用中55の内25事業を占めるー~と，用水供給事業といえども給水
人口「 5 万人~30万人」の比較的小規模のもの—供用中55の内18事業—
とに。
以上が，わが国の水道事業の「広域化」の今日に到るまでの経緯と発展の
主な特徴点である。
4. ところで，わが国における水道の「広域化」に関する動向を概観する
とき，その発展に大きく作用したと考えられる昭和41年と昭和48年の公害審
議会および生活環境審議会の答申を看過すわけにはいかない。そこで，以下
において， これら二つの答申の内容自体をやや詳しくみておくことにしよ
う。
昭和41年の公害審議会答申『水道の広域化方策と水道の経営，特に経営方
式に関する答申について』は，水道の広域化の必要性を指摘し，その方策を
次のごとく具体的に提唱した。
(1) 基本的には，水道は「広域化」し， 「できるだけ大きな範囲」におい
て組織され，運営されるぺきこと。ただ，水は地域的に限定されており，規
模の大きさにも「一定の経済的・合理的な範囲」が考えられるから，具体的
には，④京浜葉地区を中心とする関東プロック，＠名古屋を中心とした中京
プロック，◎京阪神地区を中心とした近畿プロックと例示できる。この範囲
は，おおむね主要水系とも合致しているとともに，プロックの中心都市を核
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とした有機的都市圏が構想されているので地理的範囲としても妥当なこと。
000 000 
(2) しかし，当面は，既存のの水道を都府県ごとに，ないしは，その中の
2, 3のブロックごとに統合を重ね，漸次広範囲のものとしていく配慮も必
要となること。
(3) 「事業の範囲」としては，原水の相互運用はもとより，浄水場の一体
的管理，送水管の効率的布設，配水管の配置に到るまでを考慮した「末端給
水までの広域化」を図るのが本来のあり方だ。ただ，末端給水については，
0 0 
永年，市町村が行なってきた事実も尊重する必要があり，現実的提案として
は，④実現可能な地区については末端給水まで受持ち，◎他の地区について
は，それ以前のいずれかの範囲までを併せ行なうことを認めるべしとした。
(4) 「経営主体」としては，次の諸形態が考えられるとした。I都府県を超える割合……公共性と独立採算制とを確保するために， 「特
別の主体」として，公社や公団等の方式（同時に， 「住民の
意思が経営に反映するような仕組み」も必要とした）
都府県内の場合……｛④当該市町村で構成する「一部事務組合」
＠市町村以外のものによる主体［都府県直営，
1 
「特別の主体」とし
ての公社・公団等
(5) 加えて， 水道事業の広域化を促進するための「法制上の措置」とし
て，水道法の改正等により広域化に関する調整，勧告，整備，財務的援助等
0 0 
について明確に規定すべきこと。さらに，広域化にかかわる事業は本来個々
0 0 0 
の水道計画を超えるものであり，これに要する経費は個々の水道の負担に求
めるべきでなく，国が積極的に財政的配慮をする必要があること。
このように， 41年の答申は，わが国の水道事業の「広域化」にとって画期
的意義をもっていたといってよいであろう。
昭和42年度から水道広域化施設の建設に対する「国庫補助制度」が導入さ
れたのは， この答申に基づくものであったことを看過してはならない。以
後，わが国の水道広域化は，大きい進展をみせることとなったわけで，その
54(290) 第 37 巻 第 3•4 号合併号
点で，この昭和41年の答申の意義は，きわめて大きいと認めなければならな
し‘
同゜様に，昭和48年の生活環境審議会の答申「水道の未来像とそのアプロー
チ方策に関する答申について」は，新しい理念に即応した広域水道圏の設定
としてこう書く。
(1) 現在，市町村単位の水道事業を大規模化の方向で再編成し，十分な技
術的および財政的基盤を有する経営体に改めていく必要がある。
(2) 未来像として，全国を数プロックにした単位での大規模水道事業の実
0 0 0 
現をめざすのが理想だが，当面の目標としては，次の諸条件を考慮した「広
0 0 0 
域水道圏」をまず設定し，現行の各事業の計画を調整， 誘導しながら， 順
0 0 0 0 
次，水道事業の調整，計画，建設，経営，管理を一体的に行ない，最終的に
は，「広域水道圏」自体が一つの事業体となるようにすること。
(3) 「広域水道圏」の具備すべき条件としては，
① 適切な維持管理水準を保持するために必要な専門職員の確保，配慮が
可能であり，併せて，管理に必要な設備・機器を備えることができる財政規
模であること，
② 安定した水源または複数水源からの取水が可能であり，水源の相互運
用等により取水の安定性を図れること，
⑧ 地理，地勢等の自然条件に適応した合理的な施設の建設が行なえると
ともに，水道の未普及地区の解消，適切な先行投資や増補改良工事が実施で
きる地理的範囲および経営基礎を備えていること，
④ 社会的・経済的条件あるいは住民の生活圏として一体をなす地域は，
一つの広域水道圏に含まれること，
(4) 水道の機能を十分に発揮させるためには， 「広域水道圏」の範囲は，
料金格差の是正等の見地からは「できるだけ広範囲」が望ましいが，当0,
「一道府県数プロック」を目標に設定する地域があっても止むをえないとす
る。
ただし，水源，地形，社会的・経済的な一体性等から，都道府県の行政区
わが国水道事業の広域化にむけて（佐々 木） (291)55 
域をまたがる圏域については，都道府県の行政区域のを超えて考慮すべきで
ある。
(5) そして， 「広域水道圏」における経営主体としては， 市町村の範囲を
超えた経営主体が望ましいとした。
このように，昭和48年の答申も，きわめて積極的な水道広域化の実現をめ
ざす立場を表明していたことを看過してはならない。
そして，これを背景にして， 昭和52年には水道法が改正され， 「広域的水
道整備計画」に関する規定が設けられ，その後のわが国水道の広域化は，こ
の計画に基づいて進めてられることになったわけである。
IV. 広域水道事業の現状
上のような経過をもって，次第に進展をみたわが国水道事業の広域化であ
ったが，今日，それは，どのような実態の下にあるのか，次に簡単に現状を
みておくことにしよう。
1. 事業数等
「広域水道事業」は，大別すると，二つ一ー「取水から各戸給水までを行な
う未端給水事業」と「水道事業者である市町村に浄水を供給する用水供給事
業」一ーから成っており，現状も，この二つの区分別にみるのが適切である。
平成 2年3月末現在．「末端給水事業」は，供用中のもの 78,建設中のも
の 3 で，合計81事業—経営主体別にいえば，「都道府県営」 5 事業，「企業
団営」 76事業（内建設中 3事業） -である。
他方，「用水供給事業」は，供用中のもの55, 建設中のもの21で， 合計76
事業—経営主体別にいえば，「都道府県営」 24事業（内建設中のもの 1 事
業），「企業団営」 52事業（内建設中のもの20事業）一ーである （前掲の表一
5参照）。
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次に， 表ー 6から明らかなごとく， 現在の水道事業全体の給水人口の内
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で，広域水道事業（供用中のもののみ）による給水人口分がどれ程を占めて
いるかをみると，そのウエイトは，約55%であることがわかる。また，水道
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全事業の配水能力に占める広域水道事業分の割合をみると， 28.5%であるこ
とがわかるのである。
2. 経営状態
平成2年3月末現在の広域水道事業の「損益収支の状況」（表ー7)によ
れば，末端給水事業は，都道府県営，企業団営とも比較的良好な経営状態を
示している。すなわち，都道府県営では 5事業すべての経常利益が黒字を示
しており，企業団営でも73事業の内67事業が黒字となっている。
これに対し，用水供給事業においては，都道府県営で23事業中16事業が，
企業団営で 32事業中22事業が黒字であるにすぎない。いずれの経営主体で
も，それぞれ12事業が累積欠損金をかかえており，その額も相当額に達して
いる。
3. 主な特徴
わが国の広域水道は，関東，東海，近畿，山陽など，いずれも，④人口の
集中，＠都市化の進展の著しい地域，◎比較的水（賦存量）に恵まれていな
いところに多く存在している。特に今日「広域化」の主役である企業団営の
ものに焦点をあて，その設立の経緯や背景を調査すると， 「末端給水事業」
では，④「水源開発」が圧倒的動機となっており，次いで「施設の効率的整
備・運営」（「共同化」による規模の経済で，コスト低下を狙う）となってい
る。これに対し，「用水供給事業」でも，やはり第一の動機は，「水源開発」
のためであった。
このように，一般にわが国の広域水道は， 「用水確保型」が主流であり，
イギリスにみられるような既存の水道事業の「統合・再編成」による「経営
効率化」を狙うもの（「再編成」型） は，少ないことが一つの特徴といえる
のである。
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表ー7 広域水道事業の損益収支の状況
（平成2年3月31日現在） （単位：百万円，％）
＼ 項目 都道府県営 企業団営全事業 計 1 末給 端水 1 用供水給 計 1塁 I農盗
事業数 (A) I 1, 9861 281 51 231 1051 731 32 
事業数 1,710 21 5 16 89 67 22 
経常利益
金額 182,610 45,531 31,681 13,850 16,417 9,237 7,180 
事(業B 数 240 7 7 16 6 10 
経常損失 ）｀ 
金(C額) 14,305 2,298 2,298 2,271 213 2,058 
事(業D)数 291 13 1 12 23 11 12 
累積欠損金
金(E額) 81,396 24,508 852 23,656 21,579 5,463 16, 116 
事(業F)数 29 1 1 2 2 
不良債務額
金(G額) 3,420 395 395 73 73 
営（業除受収託益工(事H収)益） 2,183,044 1547, 379 387, 534159, 845180, 150187, 750 92, 760 
赤字事業数割合
経常損失(B/A) 12.1 25.0 30.4 15.2 8.2 31. 3 
累積欠損金(D/A) 14. 7 46.4 20.0 52.2 21. 9 15.1 37.5 
不良債務(F/A) 1.5 3.6 4.3 1. 9 6.3 
赤字額割合
経常損失(C/H) 0. 7 0.4 1. 4 1. 3 0.2 2.2 
累積欠損金(E/H) 3. 7 4.5 0.2 14.8 12.0 6.2 17.4 
不良債務(G/H) 0.2 0.1 0.2 0.0 0.1 
（資料）自治省「地方公営企業年鑑」（平成元年度版）
ただ，先の昭和41年および昭和48年の答申がめざしたものと照らして考え
たとき，わが国の広域水道事業の現状は決して十分なものとはいいえないと
解されるのである。
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V. わが国の水道事業が直面する課題と「広域化」対応
今日，わが国の水道事業が直面しているいくつかの課題を次に掲げ，そこ
で「広域化」がいかなる役割を果たしうるかをみよう。
1. 水資源の確保
全国的にみれば，工業用水と農業用水がほぼ横ばいで推移する一方，生活
用水は傾向としては， なお増加基調にある（伸び率は鈍化しつつあるもの
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の）とみられる。特に，地域別にみた場合，大都市以外の市町村の一人当た
り水使用量の伸びは堅調であり， 今後もこの需要は伸びるものと見込まれ
る。
したがって， これらの地域では，これからも水源開発を引続き促進してい
く必要があるわけだが，一般的にいって，これらの地域は中小都市であり，
0 0 0 
もしそれらが単独でこの手当をしようとすれば，水源施設の建設コストの増
大や建設期間の長期化に耐えられないことになろう。ここに「広域化」の要
請は高まるにちがいない。もちろん， 「広域化」はこの場合， メリットのみ
を期待されるものではない。広域化に伴い生じるおそれのある次のようない
くつかの点を克服しなければならない。たとえば，④関係市町村間で相互に
衝突する利害をどう調整するか，＠将来を見越しながら水利権をどう調整し
たらよいか，◎財政負担をどう分担していけばよいか，◎国および県の各種
行政との調整をどのように図るか。
2. 高度浄水処理および水質検査
「安心して飲める水」や「おいしい水」を求める声が強くなりつつある今
日，微量化学物質の水道水への混入や生活雑排水等の流入による水源の水質
汚濁の進行は大きな問題である。これに対し，発生源対策等を講じることの
重要性は言を侯たないが．水道事業としても．次第にいわゆる「高度処理」
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を導入する必要に迫られつつある。
他方，水道水の水質基準についても，基準の見直しが進められており，こ
れが実施されると各水道事業において，水質検査体制，検査機器および水道
施設整備の全面的見直しが必要となってくると予想されている。また，検査
技術者の確保も差し迫った問題となってこよう。
しかし，これらは，みな相当の投資や経費を伴うものであることを看過し
てはならない。これに対し，中小規模の水道事業者は果して耐えうるであろ
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うか。単独で，これらを中小規模の水道事業者が行なうのは，きわめて困難
と思われる。そのためにも， 何らかの「広域化」ー―—そこには， 他の水道事
業者との「協カ・協同化」や種々の「委託方式」から本格的な「広域水道事
業」化をも含めて一一対応が不可欠となるにちがいない。
3. 水道施設の老朽化
わが国の水道事業の多くは，上述のごとく，昭和30年代から40年代にかけ
て急速に整備されたものが多い。今日の技術レベルからみると，それら当時
の施設等の水準は，機能的に必ずしも十分とはいえないものや，基幹施設の
規模や配置の面で合理的とはいえないものなどが見受けられないでもない。
加えて，そのときから今日までの年月の経過に伴う劣化も進んでおり，遠か
らずわが国水道事業にも，いわゆる「経年化施設の更新問題」が緊急課題の
ひとつになってくることは間違いない。
そこで，改めて，新しい水需要予測に基づき，事業全体を見直し検討する
とともに， 「更新」のこの機会を捉えて， 小規模な非効率施設を統廃合した
り，近隣の水道事業との「広域化」を検討することは意義のあることと考え
るのである。
4. 安定給水の確保
水道が国民生活や経済活動に与える影響はきわめて大きいため， 「渇水」
や「地震」等の災害時においても， いかに「安定」 した水の供給を保つか
わが国水道事業の広城化にむけて（佐々 木） (297)61 
は，水道事業者にとって最大の責務となる。
一般的には，「渇水」対策としては， 一定の給水安全率（余裕率）ともい
うべき水の量を常に確保する方策がとられる。 また， 「地震」等の災害対策
としては， 施設の耐震性の強化や応急給水体制づくりが工夫されるのが普
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通である。 しかし， 各水道事業者がそれぞれ単独で同様な対策をとること
は，一国全体の資源の効果的利用という視点からみれば賢明でないし，問題
多しといわねばならない。やはり， ここでも何らかの「広域化」—複数水
源の相互融通体制づくり， 「余裕水量」問題を単独で考えずに複数の事業者
間で考慮する体制づくり（上記， 「水資源の確保」における「広域化」と同
じ）， 応急給水体制の広域的整備・連携体制づくりから， 本格的「広域水道
事業」化までを含めた一—―対応が不可欠となろう。
5. 水道料金格差の是正
各水道事業の料金は，その事業の開始時期の差，立地条件その他により，
給水原価に差異が生じる結果，ある程度の格差—実際にはかなりのバラッ
キ（表ー8参照）一ーが生じざるをえない。ある程度の差異は当然生じるべ
きものでやむをえないとしても，家庭用の水道料金が場所のちがいによって
約4倍もの格差が生じるとすれば，いささか問題となってこよう。
この場合，料金格差を直接的に是正する手段として「広域化」方策を導入
することは，料金が高くなる団体の納得を得にくく，困難であろうが，上に
みた他の根拠から「広域化」を志向することが，結果的に現行の料金格差の
是正に役立つ面が存することは認めておかなければなるまい。
6. 未普及地域の解消
わが国の水道普及率は，現在94.4彩と高いが，残る5.6%に相当する約690
万人は，未だ水道の恩恵に浴していないことを考えると，この点は軽視しえ
ないであろう。特に長期的にみた場合，地下水の汚染の心配や多量の地下水
利用による地盤沈下のおそれのある場合，引き続き普及率の向上に努めてい
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わが国水道事業の広域化にむけて（佐々木） (299)63 
くことは不可欠であり， 「広域化」による対応はこの面でも効果を発揮する
にちがいない。
以上のように「広域化」方策は，水道事業が直面しているいくつかの今日
的課題の解決に相当有効となると期待しうるが，現実にも，このことは，ァ
ンケート調査（平成3年11月1日現在で使用中のものを対象）の結果から
も，おおよそ裏付けられていると思われる。
たとえば， 「企業団設立の経緯・背景」からみた広域化の契機に関して，
0 0 0 0 
表ー9のごとく，末端給水事業74団体の内， 57団体が「単独では水源開発が
困難であったこと（水源開発の必要性）」をあげている （全体の77彩）し，
次いで，「施設の効率的整備・運営」 (21団体， 28.4%), 第三の契機として
「料金の平準化」 (2団体， 2.7彩）をあげていることからも理解されよう。
用水供給事業35団体についてみれば，表ー10のごとく，広域化の契機の 1
表ー9 規模別状況及び設立の経緯・背最（企業団営末端給水事業）
口項目戸水 鰐訟末 輝以105万上人 以5万上人 以3万上人 人1.5以万上 人1未5万満 合計未10万満人 未5万満人 未3万満人
水源開発の必要性 2 2 2 11 14 13 13 57 (66.7) (40.0) (40.0) (84.6) (87. 5) (86.7) (76. 5) (77.0) 
施整設備の・効運率的営 3 3 3 3 3 2 4 21 (100. O) (60.0) (60.0) (23.1) (1 8.8) (13.3) (23. 5) (28.4) 
料金の平準化 1 1 2 (33.3) (7. 7) (2. 7) 
市を越町村えのた行地域政区開域発 1 1 3 5 (20. 0) (7. 7) (17.6) (6.8) 
そ の 他 1 2 1 2 6 (33.3) (40. 0) (20.0) (13.3) (8.1) 
企業 団 数 3 5 5 13 16 15 17 74 (100. 0) (100.0) (100.0) (lo. o) (100. 0) (100. O) (100. 0) (100. O) 
（注） 1 複数回答の団体がある。
2 ( )内は構成比(%)である。
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表ー10 規模別状況及び設立の経緯・背景（企業団営用水供給事業）
~ ~以o上万人 以15上万人 以10万上人 以5上万人 以未35 万上人 人未1.3 5以万満万上人 人1未5満万 合計未30満万人 未15満万人 未10万満人
水源開発の必要性 1 8 4 4 3 2 32 (100. 0) (100.0) (100. 0) (66.7) (100.0) (66.7) (91. 4) 
施整設備の・効運率営的 3 2 1 2 1 
， 
(27.3) (25. O) (25.0) (33. 3) (33.3) (25.7) 
国庫補助金の導入 2 1 1 1 1 6 (18.2) (12.5) (25.0) (16.7) (33.3) (17.1) 
企業団数 1 8 4 6 3 3 35 (100.0) (100. 0) (100.0) (100.0) (10. 0) (100.0) (100. 0) 
（注） 1 複数回答の団体がある。
2 ( )内は構成比（彩）である。
位がやはり「水源開発の必要性」 (32団体， 91.4彩），次いで， 「施設の効率
的整備・運営」 (9団体， 25.7彩），「国庫補助金の導入」） 6団体， 17.1彩）
の順となっているのである。
VI. 克服されるべきいくつかの課題：結びに代えて
1. アンケート調査の結果によれば， 「広域化」は，また，他方でしばし
ばディメリットをも伴うとされる。たとえば，「水源開発」に関していえば，
④水需要の変化に対する対応に弾力性を欠くおそれがある（各水道事業の受
水量の不安定性に加えて）， ＠大規模開発となるため， エ期が長くかかる，
◎市町村との役割分担が不明確となりやすく，調整に時間がかかる，◎水利
権上のトラプルが広域化する等。また，「管理体制の充実」についていえば，
④給水区域が広範囲となり，既設水道事業者の統合や再編成と関係して職員
の配置に困難（人事，給与，勤務体制）をきたすおそれ，＠住民ニーズに対
し，きめ細かな対応が困難，◎市町村との調整に時間がかかる等。さらに，
「経営基盤の強化」についていえば，④維持管理費が増大する（特に不採算
わが国水道事業の広域化にむけて（佐々 木） (301)65 
地域に係る費用の増大），＠先行投資が膨大となり，財政を圧迫するおそれ，
◎料金改定に係る調整の困難性， ＠市町村から財政援助が受入れにくくな
る，＠他の行政分野との連携の困難さ等。
これらの諸問題をいかに克服していくか，なお検討されるべきものが多く
残されているといえよう。
2. これと関連して， 「広域化」を導入する場合， 末端給水まで広域化す
るのか， あるいは， 用水供給までにとどめるのか。 さらには， 経営主体は
「都道府県営」にするのがよいのか， それとも，「企業団営」にするのがよ
いのか。
これらの選択肢について意思決定をする際，基本的には，ケース・バイ・
ケースで諸状況を掛酌しながら実際にはやっていくことになろうが，ふら合
理的な何らかの判定基準は作成可能であろうか。この点も，なお検討に値す
るものといえよう。
3. 「広域化」方策と一概にいっても，規模が大きければ大きい程良いと
いうものではない。このことは，「規模別 lm3当りの給水原価調」（表ー11)
をみても明らかである。 この表をみるかぎり， 「給水人口10万人~30万人」
位の規模において，給水原価（平均）は一番低い数値を示している。
しかし，欧米におけるいくつかの実証研究は，一方で，「水の生産(produ-
ction)に係る費用」がある程度の規模の経済を示しても， 他方で，大規模
0 0 0 0 0 0 
化は，その組織内部での「水の配給 (distribution)に係る費用」をかえっ
て増加させるケースのありうることを教えている％
わが国では，これまで水道事業が市町村という行政区域の制約に大きくと
らわれてきた結果，経済・経営の論理からの「最適規模」のあり方に関する
研究が乏しかったことは否めない。 しかし， 今後， 行政的制約を超えて，
「広域化」の議論が経済・経営の論理を基礎としつつ，水道事業の「最適規
模」の方向を志向すべきものとすれば，この領域での一層の分折に力が注が
3)たとえば， Mann,P. C., 〔198釘 pp.167~168を参照のこと。
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れなければならないであろう。
いわゆる「広域行政」の実現が様々な困難に直面している今日，間接的経
0 0 0 0 
営方式による水道事業の「広域化」は，行政区域に手をつけずに，実質的に
はその効果のみを狙いうる点で，きわめて効果のあるものと考えられるので
ある4)。
終りに，水道事業の「広域化」は，たんなる規模の経済のみを追求するの
でなく，究極的には，下水道サービス，河川管理，さらには，灌漑，釣をは
じめとする水に係る各種レジャー等をも包摂する， 水関連諸事業の「総合
化」5)をも図る方向を長期的にはめざすべきであり， それによる 「複合生産
の利益」の獲得をも図るものでなければならないことを指摘して筆をおく。
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